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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子デバイスであって、
　　能動区域（アクティブ・エリア）及び非能動区域（パッシブ・エリア）と、能動区域
と非能動区域との間に置かれた境界領域とを含むディスプレイであって、複数の画素を含
み、前記境界領域における第１の画素と、前記境界領域における第１の画素の隣の第２の
画素との間の第１の距離は、前記能動区域における第３の画素と、前記能動区域における
第３の画素の隣の第４の画素との間の第２の距離よりも大きい、前記ディスプレイと、
　　前記複数の画素を駆動するように構成される非能動区域内の駆動回路であって、前記
駆動回路の駆動回路素子は、前記境界領域における前記第１の画素と、前記境界領域にお
ける第１の画素の隣の第２の画素との間の前記第１の距離に位置し、及び、前記境界領域
及び前記非能動区域においてのみ形成される駆動回路と、
　を備える、電子デバイス。
【請求項２】
　直接隣接する隣の画素を有する、前記ディスプレイの前記境界領域における複数の画素
のうちの各画素は、その隣の画素と異なる色の光を、共通の行で発生するように構成され
る、請求項１に記載の電子デバイス。
【請求項３】
　直接隣接する隣の画素を有する、前記ディスプレイの前記境界領域における複数の画素
のうちの各画素が、その隣の画素と異なる色の光を、共通の列で発生するように構成され
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る、請求項１に記載の電子デバイス。
【請求項４】
　前記ディスプレイが、有機発光ダイオードディスプレイを含む、請求項１に記載の電子
デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、２０１１年９月３０日に出願された米国特許出願第１３／２５１，１０３号
に対する優先権を主張し、当該出願の全てを援用するものである。
【背景技術】
【０００２】
　本開示は全体として電子ディスプレイに関し、より詳細には、有機発光ダイオード（ｏ
ｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ　ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅ、ＯＬＥＤ）ディスプレイの
ための可視面積全体の増大に関する。
【０００３】
　このセクションは、以下に説明及び／又はクレームされている、本開示の種々の態様に
関連し得る、種々の技術態様を読者に紹介することを意図している。この検討は、本開示
の種々の態様を理解し易くする背景情報を読者に提供するのに役立つと考えられる。した
がって、これらの説明は、その観点で読まれるべきであり、先行技術の容認として読まれ
るべきでないことを理解されたい。
【０００４】
　液晶ディスプレイ（ｌｉｑｕｉｄ　ｃｒｙｓｔａｌ　ｄｉｓｐｌａｙ、ＬＣＤ）、有機
発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイ等のフラットパネルディスプレイが、テレビ、
コンピュータ、及びハンドヘルドデバイス（例えば、携帯電話、オーディオ及びビデオプ
レーヤ、ゲームシステムなど）のような電子デバイスを含む、多種多様の電子デバイスに
おいて一般的に用いられている。このようなディスプレイパネルは通例、様々な電子製品
に使用するのに適した比較的薄いパッケージのフラットディスプレイを提供する。加えて
、このようなデバイスは通例、同程度のディスプレイ技術よりも使用電力が少なく、それ
らを、電池式デバイス、又は電力使用の低減が望まれる他の状況における利用に適したも
のにしている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　電子ディスプレイは通例、ディスプレイの周囲の境界部を含む。この境界部は、例えば
、ディスプレイを動作させるために用いられる駆動回路を隠すために利用されてもよい。
しかし、この境界部を使うと、画像の表示に利用可能な可視スペース全体が小さくなる。
したがって、ディスプレイの周囲の境界部の影響を低減することによって、ディスプレイ
のための使用可能スペース全体を増大させるシステムを実装することが有益となるであろ
う。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本明細書に開示される特定の実施形態の要約を以下に示す。これらの態様が、これらの
特定の実施形態の概要を読者に提供するためだけに提示され、これらの態様が、この開示
の領域を限定するものではないことを理解されたい。実際に、本開示は、以下に記載され
ていない種々の態様を含み得る。
【０００７】
　電子デバイスのための可視表示面積全体を拡大するシステム及び方法が開示される。電
子デバイスの可視面積全体を拡大するための１つの技法は、電子デバイスの境界領域の画
素ピッチ（即ち、隣接画素間の距離）を増大させることを含む。この方式では、デバイス
のディスプレイの可視面積全体を増大させるために、境界領域のデバイスの画素素子間で
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駆動回路素子は分散され得る。別の技法は、電子デバイスのディスプレイの能動画素区域
で発生される光を、例えばディスプレイの、駆動回路を収容する区域の上の光を発生しな
い区域へ伝送するために、ライトパイプを利用することを含んでもよい。更なる技法は、
電子デバイスの知覚される表示面積全体を拡大するために、例えば駆動回路に隣接する境
界領域の画素の寸法及び／又は輝度を調整することを含んでもよい。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　この開示の種々の態様は、以下の詳細な説明を読み、図面を参照することによってよく
理解されることがある。
【図１】一実施形態に係る、本明細書に開示されている技法を実行する能力を有する電子
デバイスのブロック図である。
【図２】一実施形態に係る、コンピュータの形態の図１の電子デバイスの実施形態である
。
【図３】一実施形態に係る、ハンドヘルドデバイスの形態の、図１の電子デバイスの実施
形態である。
【図４Ａ】一実施形態に係る、第１の知覚能動区域を有する、図１の電子デバイスの有機
発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイの平面図である。
【図４Ｂ】一実施形態に係る、第２の知覚能動区域を有する、図１の電子デバイスの有機
発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイの平面図である。
【図５Ａ】一実施形態に係る、第１の知覚能動区域を有する、図１の電子デバイスの有機
発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイの第２の平面図である。
【図５Ｂ】一実施形態に係る、第２の知覚能動区域を有する、図１の電子デバイスの有機
発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイの第２の平面図である。
【図６Ａ】一実施形態に係る、第１の知覚能動区域を有する、図１の電子デバイスの有機
発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイの第３の平面図である。
【図６Ｂ】一実施形態に係る、第２の知覚能動区域を有する、図１の電子デバイスの有機
発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイの第３の平面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下において、１つ以上の特定の実施形態を説明する。これらの実施形態の簡潔な説明
を提供するために、本明細書には実際の実施態様の全ての特徴は示されていない。そのよ
うな実際の実施態様の開発では、任意のエンジニアリング又は設計プロジェクトにおいて
見られるように、実施態様ごとに異なることがあるシステム関連及び事業関連の制約の遵
守などの開発者固有の目的を達成するために、多数の実施態様固有の決定を行わなければ
ならないことを理解されたい。更に、開発努力は複雑で時間がかかる可能性があるが、そ
れでも、本開示の利益を有する当業者には、設計、製作、及び製造の通常業務であること
を理解されたい。
【００１０】
　本実施形態は、電子デバイス用ディスプレイの知覚される表示面積を効果的に増大させ
る技法に関する。これらの技法は、電子デバイスの境界領域における画素ピッチ（即ち、
隣接画素間の距離）を増大させること、及び駆動回路を含めるべく画素間の空きスペース
を利用することを含んでもよい。すなわち、デバイスのディスプレイの可視面積全体を増
大させるために、デバイスの境界領域において、デバイスの画素素子間に駆動回路素子が
分散されてもよい。
【００１１】
　別の実施形態は、電子デバイスのディスプレイの能動画素区域で発生される光を、光を
発生しない区域へ伝送するために、ライトパイプを利用することを含んでもよい。例えば
、光は、ライトパイプを介して、ディスプレイの、駆動回路を収容する区域へ伝送されて
もよい。追加の実施形態は、電子デバイスの知覚される表示面積全体を拡大するために、
例えば駆動回路に隣接する境界領域における画素の寸法及び又は輝度を調整することを含
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んでもよい。
【００１２】
　上述のことを念頭に置いて、図１は、ディスプレイ１４の周囲の境界部の縮小の結果と
して、より大きな表面積を用いる有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイ１４を用
いる電子デバイス１０のブロック図を示す。とりわけ、電子デバイス１０は、プロセッサ
１２、ディスプレイ１４、メモリ１６、不揮発性記憶装置１８、入力構造体２０、入力／
出力（ｉｎｐｕｔ／ｏｕｔｐｕｔ　、Ｉ／Ｏ）インタフェース２２、ネットワークインタ
フェース２４、及び／又は拡張カード２６を含んでもよい。代替実施形態では、電子デバ
イス１０に含まれる構成要素は、上記よりも多くても又は少なくてもよい。
【００１３】
　一般的に、プロセッサ１２は電子デバイス１０の動作を制御することができる。プロセ
ッサ１２は、オペレーティングシステム、プログラム、ユーザ及びアプリケーションイン
タフェース、並びに電子デバイス１０の任意の他の機能を実行する処理能力を提供するこ
とができる。プロセッサ１２は、１つ又は２つ以上の「汎用」マイクロプロセッサ、１つ
又は２つ以上の専用マイクロプロセッサ及び／又はＡＳＩＣ、あるいはこのような処理構
成要素の何らかの組み合わせ等の１つ又は２つ以上のマイクロプロセッサを含んでもよい
。例えば、プロセッサ１２は、１つ又は２つ以上の縮小命令セット（ｒｅｄｕｃｅｄ　ｉ
ｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　ｓｅｔ、ＲＩＳＣ）プロセッサ、並びにグラフィックスプロセッ
サ、ビデオプロセッサ、オーディオプロセッサ及び／又は関連チップセットを含んでもよ
い。
【００１４】
　プロセッサ１２によって処理される命令又はデータは、メモリ１６等のコンピュータ可
読媒体に格納されていてもよい。このようなメモリ１６は、ランダムアクセスメモリ（ｒ
ａｎｄｏｍ　ａｃｃｅｓｓ　ｍｅｍｏｒｙ、ＲＡＭ）等の揮発性メモリとして、及び／又
はリードオンリーメモリ（ｒｅａｄ－ｏｎｌｙ　ｍｅｍｏｒｙ、ＲＯＭ）等の不揮発性メ
モリとして提供されてもよい。メモリ１６は様々な情報を格納してもよく、種々の目的の
ために用いられてもよい。例えば、メモリ１６は、電子デバイス１０で実行される、電子
デバイス１０用のファームウェア（基本入力／出力命令又はオペレーティングシステム命
令等）、種々のプログラム、アプリケーション、又はルーチン、ユーザインタフェース機
能、プロセッサ機能などを格納してもよい。加えて、メモリ１６は、電子デバイス１０の
動作中のバッファリング又はキャッシュするために用いられてもよい。
【００１５】
　電子デバイス１０の構成要素は、データ及び／又は命令の永続的格納のために、不揮発
性記憶装置１８等の、他の形態のコンピュータ可読媒体を更に含んでもよい。不揮発性記
憶装置１８は、フラッシュメモリ、ハードドライブ、あるいは任意の他の光学、磁気、及
び／又はソリッドステート記憶媒体を含んでもよい。不揮発性記憶装置１８は、例えば、
ファームウェア、データファイル、ソフトウェア、無線接続情報、及び任意の他の好適な
データを格納するために用いられてもよい。
【００１６】
　いくつかの実施形態では、不揮発性記憶装置１８からメモリ１６にロードされた命令に
基づき、プロセッサ１２は、ディスプレイ１４を介して入力されるユーザタッチジェスチ
ャに応答してもよい。ディスプレイ１４は有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）ディスプレイ
であってもよい。したがって、ディスプレイ１４は、デバイス１０によって生成される種
々の画像を表示するために用いられてもよい。追加的に、電子デバイス１０のある実施形
態では、ディスプレイ１４は、デバイス１０のための制御インタフェースの一部として用
いられてもよい、タッチスクリーン等の、タッチセンシティブ要素と連動して提供されて
もよい。このように、ディスプレイ１４は、対話機能性を提供することによって入力構造
体２０のうちの１つを代表してもよく、かくして、ユーザが、ディスプレイ１０に触れる
ことによって表示インタフェースをナビゲートすることを可能にする。
【００１７】
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　その他の入力構造体２０は、例えば、ボタン、スライダ、スイッチ、コントロールパッ
ド、キー、ノブ、スクロールホイール、キーボード、マウス、タッチパッドなどを含んで
もよい。したがって、入力構造体２０は、ユーザ入力又はフィードバックをプロセッサ１
２に提供する種々のデバイス及び／又は回路を含んでもよい。例えば、入力構造体２０は
、ユーザが表示ユーザインタフェース又はアプリケーションインタフェースをナビゲート
することを可能にしてもよい。このように、表示インタフェースは対話機能性を提供して
もよく、ディスプレイ１０に触れることによって、ユーザが表示インタフェースをナビゲ
ートすることを可能にする。
【００１８】
　電子デバイスはまた、Ｉ／Ｏインタフェース２２を含んでもよい。Ｉ／Ｏインタフェー
ス２２は、電子デバイス１０が他の電子デバイス１０及び／又は種々の周辺デバイスにデ
ータを送信すること、並びにそれらからデータを受信することを可能にすることができる
。それゆえ、Ｉ／Ｏインタフェース２２は、電源、ヘッドセット若しくはヘッドホン、外
部キーボード、マウス、あるいはその他の電子デバイス（ハンドヘルドデバイス及び／又
はコンピュータ、プリンタ、プロジェクタ、外部ディスプレイ、モデム、ドッキングステ
ーションなど等）等の、様々な外部デバイスに接続するように構成されるポートを含んで
もよい。Ｉ／Ｏインタフェース２２は、ユニバーサルシリアルバス（ｕｎｉｖｅｒｓａｌ
　ｓｅｒｉａｌ　ｂｕｓ　、ＵＳＢ）ポート、ビデオポート、シリアル接続ポート、ＩＥ
ＥＥ－１３９４ポート、及び／又はイーサネット若しくはモデムポート等の、あらゆるイ
ンタフェース形式をサポートしてもよい。
【００１９】
　追加的に、電子デバイス１０は、ネットワークコントローラ又はネットワークインタフ
ェースカード（ｎｅｔｗｏｒｋ　ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　ｃａｒｄ、ＮＩＣ）を含み得るネ
ットワークインタフェース２４を含んでもよい。それゆえ、一実施形態では、ネットワー
クインタフェース２４は、任意の８０２．１１規格又は任意の他の好適な無線ネットワー
ク規格を通じた無線接続性を提供する無線ＮＩＣであってもよい。ネットワークインタフ
ェース２４は、電子デバイス１０が、パーソナルエリアネットワーク（ｐｅｒｓｏｎａｌ
　ａｒｅａ　ｎｅｔｗｏｒｋ、ＰＡＮ）（例えば、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ）、ローカルエリ
アネットワーク（ｌｏｃａｌ　ａｒｅａ　ｎｅｔｗｏｒｋ、ＬＡＮ）（例えば、Ｗｉ－Ｆ
ｉ）、ワイドエリアネットワーク（ｗｉｄｅ　ａｒｅａ　ｎｅｔｗｏｒｋ、ＷＡＮ）（例
えば、３Ｇ又は４Ｇ）等の、ネットワークを通じて通信することを可能にしてもよい。
【００２０】
　図１に示されている電子デバイス１０の実施形態はまた、１つ又は２つ以上のカード又
は拡張スロットを含んでもよい。カードスロットは、追加メモリ、Ｉ／Ｏ機能性、又はネ
ットワーキング能力等の機能性を電子デバイス１０に追加するために用いられてもよい拡
張カード２６を受容するように構成されてもよい。このような拡張カード２６は任意の種
類の好適なコネクタを通じてデバイスに接続してもよく、電子デバイス１０の筐体の内部
又は外部でアクセスされてもよい。例えば、一実施形態では、拡張カード２６は、セキュ
アデジタル（ＳｅｃｕｒｅＤｉｇｉｔａｌ、ＳＤ）カード、ミニ－又はマイクロＳＤ、コ
ンパクトフラッシュカード、マルチメディアカード（Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　ｃａｒｄ、
ＭＭＣ）、など等の、フラッシュメモリカードであってもよい。
【００２１】
　追加的に、電子デバイス１０はまた、電源２８を含んでもよい。一実施形態では、電源
２８は、リチウムイオンポリマー電池若しくはその他の種類の好適な電池等の、１つ又は
２つ以上の電池であってもよい。電池はユーザによって取り外し可能であってもよく、又
は電子デバイス１０の筐体内部に固定されていてもよく、再充電可能であってもよい。追
加的に、電源２８は、電気コンセントによって提供されるもの等の、ＡＣ電力を含んでも
よく、電子デバイス１０は電源アダプタを介して電源２８に接続されてもよい。この電源
アダプタはまた、電子デバイス１０の１つ又は２つ以上の電池が存在する場合には、その
電池を再充電するために用いられてもよい。
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【００２２】
　図２に、図１の電子デバイス１０の一実施形態が示されている。具体的には、図２はコ
ンピュータ３０の形態の電子デバイス１０を示す。コンピュータ３０は一般的にポータブ
ルであってもよく（ラップトップ、ノートブックコンピュータ、タブレットコンピュータ
、ネットブックなど等）、Ｃｕｐｅｒｔｉｎｏ，ＣａｌｉｆｏｒｎｉａのＡｐｐｌｅ　Ｉ
ｎｃ．から入手可能なＭａｃＢｏｏｋ（登録商標）、ＭａｃＢｏｏｋ（登録商標）Ｐｒｏ
、ＭａｃＢｏｏｋ　Ａｉｒ（登録商標）、ｉＭａｃ（登録商標）、Ｍａｃ（登録商標）ｍ
ｉｎｉ、又はＭａｃ　Ｐｒｏ（登録商標）のモデルであってもよい。別の実施形態では、
電子デバイス１０は、Ａｐｐｌｅ　Ｉｎｃ．から入手可能なｉＰａｄ（登録商標）等のタ
ブレットコンピューティングデバイスであってもよい。例として、ラップトップコンピュ
ータ３０が図３に示されており、本開示の実施形態に係る電子デバイス１０の実施形態を
表している。とりわけ、コンピュータ３０は、筐体３２、ディスプレイ１４（図示のＯＬ
ＥＤディスプレイパネル等）、入力構造体２０、及び入力／出力インタフェース２２を含
む。一実施形態では、入力構造体２０（キーボード及び／又はタッチパッド等）は、グラ
フィカルユーザインタフェース（ｇｒａｐｈｉｃａｌ　ｕｓｅｒ　ｉｎｔｅｒｆａｃｅ、
ＧＵＩ）、又はコンピュータ３０で動作するアプリケーションの起動、制御、又は操作等
の、コンピュータ３０との対話を可能にしてもよい。例えば、キーボード及び／又はタッ
チパッドが、ディスプレイ１４上に表示されたユーザインタフェース又はアプリケーショ
ンインタフェースをユーザがナビゲートすることを可能にしてもよい。また図示されてい
るように、コンピュータ３０はまた、ＵＳＢポート、又は他の電子デバイスへの接続に適
したその他のポート等の、種々のＩ／Ｏインタフェース２２を含んでもよい。加えて、コ
ンピュータ３０は、図１に関して説明されたように、ネットワーク接続性、メモリ、及び
記憶能力を含んでもよい。
【００２３】
　図示のように、コンピュータ３０は、画像が表示されているとユーザが知覚し得る、デ
ィスプレイ１４のための知覚能動区域３４を有してもよい。図４Ａ～６Ｂに関して以下に
より詳細に説明するように、この知覚能動区域３４の寸法を知覚能動区域３６まで増大さ
せるための技法が、コンピュータ３０に実装されてもよい。すなわち、ディスプレイ１４
を取り囲む境界区域３８を実効的に縮小し、かくして、有効な、より大きなディスプレイ
１４の区域をユーザに提供する、知覚能動区域３６を生成する技法を説明する。
【００２４】
　図２の図示のラップトップコンピュータ３０等のコンピュータに加えて、電子デバイス
１０は、図３に示されている電子ハンドヘルドデバイス４０等の他の形態を取ってもよい
。図示のハンドヘルドデバイス４０は携帯電話との関連で提供されているが、その他の種
類のハンドヘルドデバイス（音楽及び／又はビデオ再生用メディアプレーヤ、カメラ又は
ビデオレコーダ、パーソナルデータオーガナイザ、ハンドヘルドゲームプラットフォーム
、並びに／又はこのようなデバイスの組み合わせ等）がまた、電子デバイス１０として適
切に提供され得ることに留意されたい。更に、好適なハンドヘルドデバイス４０は、メデ
ィアプレーヤ、携帯電話、ゲームプラットフォーム、パーソナルデータオーガナイザなど
の２つ以上の機能性を組み込むデバイス等、これらの種類のデバイスのうちの２つ以上の
機能性を組み込んでもよい。例えば、図示の実施形態では、ハンドヘルドデバイス４０は
、種々の追加の機能性（写真の撮影、オーディオ及び／又はビデオの記録、音楽の鑑賞、
ゲームのプレイ等の機能等）を提供し得る携帯電話の形態である。更に、図１の電子デバ
イス１０に関して説明されたように、ハンドヘルドデバイス４０は、ユーザが、インター
ネットを通じて、又はローカル又はワイドエリアネットワーク等の他のネットワークを通
じて、接続し、通信することを可能にしてもよい。追加的に、ハンドヘルドデバイス４０
はまた、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ及び／又は近距離無線通信（ｎｅａｒ　ｆｉｅｌｄ　ｃｏｍ
ｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ、ＮＦＣ）等の短距離接続を用いて他のデバイスと通信してもよい
。例として、ハンドヘルドデバイス４０は、Ａｐｐｌｅ　Ｉｎｃ．から入手可能なｉＰｏ
ｄ（登録商標）又はｉＰｈｏｎｅ（登録商標）のモデルであってもよい。
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【００２５】
　ハンドヘルドデバイス４０は、ＯＬＥＤディスプレイパネルを含み得るディスプレイ１
４を含んでもよい。ディスプレイ１４は、ユーザがハンドヘルドデバイス４０と対話する
ことを可能することができるグラフィカルユーザインタフェース（ＧＵＩ）を表示するた
めに用いられてもよい。例えば、ＧＵＩは、アイコン３５及び／又はインジケータ３７等
の電子デバイスのアプリケーション及び機能を表すグラフィカル要素を含んでもよい。ア
イコン３５は、ディスプレイ１０に含まれるタッチスクリーンを介して選択され、及び／
又はアクティブにされてもよく、あるいはホイール又はボタン等のユーザ入力構造体２０
によって選択されてもよい。ハンドヘルドデバイスは、カメラ３９及びスピーカ４１等の
他の要素を更に含んでもよい。
【００２６】
　ハンドヘルドデバイス４０はまた、ハンドヘルド電子デバイス４０の内部構成要素を物
理的損傷から保護し、それらを電磁干渉から遮蔽するエンクロージャ４２又は本体を含ん
でもよい。エンクロージャは、プラスチック、金属又は複合材料等の任意の好適な材料か
ら形成されてもよく、無線通信を容易にするために、ある周波数の電磁放射がハンドヘル
ドデバイス４０内部の無線通信回路へと通り抜けれるようにしてもよい。
【００２７】
　ハンドヘルドデバイス４０はまた、ユーザ入力構造体２０を含み、それを通じてユーザ
はデバイスと相互作用してもよい。それぞれのユーザ入力構造体２０は、作動されると、
ハンドヘルドデバイス４０のデバイス機能の制御に役立つように構成されてもよい。例え
ば、携帯電話の実施態様では、入力構造体２０のうちの１つ又は２つ以上が、「ホーム」
画面又はメニューを呼び出して表示させる、スリープとウェイクモードとの間をトグルす
る、携帯電話アプリケーション用の着信音を消す、音量出力を上げる又は下げるなどする
ように構成されてもよい。ハンドヘルドデバイス４０は、外部デバイスへのハンドヘルド
デバイス３０の接続を可能にする種々のＩ／Ｏインタフェース２２を追加的に含んでもよ
い。例えば、１つのＩ／Ｏインタフェース２２は、ハンドヘルドデバイス４０と、コンピ
ュータ３０等の別の電子デバイスとの間のデータ又はコマンドの送信及び受信を可能にす
るポートであってもよい。このようなポートはＡｐｐｌｅ　Ｉｎｃ．からの独自のポート
であってもよく、又はオープン標準のＩ／Ｏポートであってもよい。別のＩ／Ｏインタフ
ェース２２は、ヘッドセットがハンドヘルドデバイス４０に接続することを可能にするた
めのヘッドホンジャックを含んでもよい。
【００２８】
　更に図２に示されているコンピュータ３０と同様に、ハンドヘルドデバイス４０は、画
像が表示されているとユーザが知覚し得る、ディスプレイ１４のための知覚能動区域３４
を有してもよい。図４Ａ～６Ｂに関して、より詳細に以下に説明するように、この知覚能
動区域３４の寸法を、知覚能動区域３６まで増大させるための技法がハンドヘルドデバイ
ス４０に実装されてもよい。すなわち、ディスプレイ１４を取り囲む境界区域３８を実効
的に縮小し、かくして、有効な、より大きなディスプレイ１４の区域をユーザに提供する
、知覚能動区域３６を生成する技法を説明する。
【００２９】
　上述の説明を念頭に置くと、コンピュータ３０又はハンドヘルドデバイス４０のいずれ
の形態の電子デバイス１０には、ＯＬＥＤディスプレイパネル又は層を含むディスプレイ
１４が提供されてもよいことが理解され得る。このようなディスプレイ１４は、電子デバ
イス１０上で走るそれぞれのオペレーティングシステム及びアプリケーションインタフェ
ースを表示するため、及び／又はデータ、画像、若しくは電子デバイス１０の動作に関連
付けられるその他の視覚的出力を表示するために利用されてもよい。更にこのディスプレ
イ１４の知覚される寸法を増大させるための技法を以下に説明する。
【００３０】
　次に図４Ａを参照すると、上述された通りの電子デバイス１０用のディスプレイ１４の
一実施形態が示されている。図４Ａは、有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）であってもよい
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、電子デバイス１０のディスプレイ１４の平面図を示す。ディスプレイ１４は、画素アレ
イ又はマトリックスに配置される画素４４で構成されてもよい。このようなアレイにおい
て、それぞれの画素４４は、行と列（ここでは列４６、４８、及び５０で表される）との
交点によって定義されてもよい。一実施形態では、列４６の画素４４は、赤色画素（即ち
、赤色光を発生するために用いられる画素４４）を表してもよく、列４８の画素４４は、
緑色画素（即ち、緑色光を発生するために用いられる画素４４）を表してもよく、列４８
の画素４４は、青色画素（即ち、青色光を発生するために用いられる画素４４）を表して
もよい。簡単にする目的のために８１個の画素４４のみが示されているが、実際の実施態
様では、それぞれの画素アレイはこのような画素４４を数千個、数十万個、又は数百万個
を含んでもよいことを理解されたい。更に、いくつかの実施形態では、３色の異なる色（
例えば、赤色、緑色、及び青色）の３つの画素４４は、横に並べられるのではなく、互い
に積み重ねられてもよい。
【００３１】
　このように、本実施形態に示されるように、それぞれの画素４４は、特定の色の光を放
射する能力を有する有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）を含む。それぞれの単位画素４４は
、列５２に表される駆動回路に電気接続されてもよい。この駆動回路は、所与の線（水平
選択）及び列（垂直選択）上の任意の特定の画素を選択してもよい。それゆえ、列５２の
駆動回路は、アレイの任意の所与の画素４４を作動させ、及び／又はそれに輝度制御信号
を提供するように動作してもよい。合同して、種々の画素４４が作動されると、全体画像
がディスプレイ１４上に生成される。
【００３２】
　列５２の駆動回路に加えて、ディスプレイ１４は非能動境界区域５４を含む。この非能
動境界区域５４はマスクに相当してもよく、マスクは内部を通じて光が放射されない可能
性のある暗い区域であり得る。このように、ディスプレイ１４は、アレイの画素４４（例
えば、発光素子）のそれぞれを含む能動区域５６、並びに、光を発生する素子を含まない
、ディスプレイ１４の受動区域５８を含んでもよい。それゆえ、ディスプレイ１４の可視
区域６０（即ち、ユーザに対して光るディスプレイの区域）は能動区域５６の寸法に対応
する。これは、図４Ａにおいて、ディスプレイ１４を被覆し、例えば、ハンドヘルド電子
デバイス４０の内部構成要素を保護するエンクロージャ４２又は本体まで延在してもよい
保護被覆面６２の側面図に関して更に示されている。一実施形態では、この保護被覆面６
２は、ガラスベースの静電容量タッチパネル等のタッチスクリーンであってもよい。図４
Ａに示されるように、可視区域６０は、図２及び３に示されている知覚能動区域３４に対
応する。可視区域６０を越えると、境界部３８（即ち、ディスプレイ１４の非照光部分）
が存在する。
【００３３】
　図４Ｂは、図４Ａの知覚能動区域３４を、図４Ｂに示す知覚能動区域３６まで拡大する
ための技法を示す。図４Ｂは、図４Ａに関して先に説明されたように、列４６、４８、及
び５０に整列された画素４４を有するディスプレイ１４を示す。追加的に、図４Ｂは、図
４Ａに関して先に説明されたように、列５２に表される駆動回路及び非能動境界区域５４
を示す。それゆえ、図４Ｂにおけるディスプレイ１４は、図４Ａに示されているのと同一
の能動区域５６及び受動区域５８を有する。しかし、図４Ｂにおけるディスプレイ１４の
可視区域６４は、図４Ａにおける可視区域６０と異なる。
【００３４】
　図４Ｂに示されるように、ディスプレイ１４の可視区域６４（即ち、ディスプレイの、
ユーザに対して光る区域）は、画素４４、及び列５２の駆動回路の両方に及ぶ。可視区域
６０に対する可視区域６４のこの拡大は、保護被覆面６２の改良によって達成することが
できる。図４Ｂに示されるように、保護被覆面６２は、画素アレイの一部分の上に延在す
る平坦区域７０を含んでもよい。この平坦区域７０は、例えば、ディスプレイ１４の画素
アレイの約５０％、６０％、６６％、７０％、７５％又はそれ以上に及んでもよい。保護
被覆面６２のこの平坦区域７０から延在しているのはライトパイプ６６である。ライトパ
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イプ６６は、図２及び３に示される知覚能動区域３６に対応する、知覚能動区域３６を生
成するために、画素アレイからの光を、例えば、ディスプレイ１４の列５２の駆動回路区
域を横切って輸送又は分配するように機能してもよい。
【００３５】
　一実施形態では、ライトパイプ６６は、保護被覆面６２の厚さを、例えば、平坦区域７
０の保護被覆面６２の厚さの約１０％、２０％、２５％、３０％、３３％、４０％、４５
％、５０％又はそれ以上に等しい量７２で拡大させてもよい。加えて、ライトパイプは、
保護被覆面６２の平坦区域７０に対して、例えば、平坦区域７０に関して約５％、１０％
、１５％、２０％、２５％、３０％、３３％、４０％又はそれ以上の角度６８で延在して
もよい。このように、ライトパイプ６６を用いることで、ディスプレイ１４の可視区域６
４は、画素４４、及び列５２の駆動回路の両方に及び、かくして、図４Ａの知覚能動区域
３４よりも大きな知覚能動区域３６を生成する。
【００３６】
　図５Ａ及び５Ｂは、電子デバイス１０の知覚能動区域３４を、知覚能動区域３６まで拡
大するための別の技法を示す。図５Ａは、図４Ａに関して先に説明されたように、列４６
、４８、及び５０に整列された画素４４、列５２に表される駆動回路、並びに非能動境界
区域５４を含む電子デバイス１０のディスプレイ１４を示す。この構成では、図５Ａのデ
ィスプレイ１４は、図４Ａに示されるものと同様の能動区域５６、受動区域５８、及び可
視区域６０を有する。図５Ｂに、図５Ａのこの可視区域６０を拡大するための技法が示さ
れる。
【００３７】
　図５Ｂは、図５Ａの可視区域６０（及び、それゆえ、ディスプレイ１４の知覚能動区域
３４）を拡大するディスプレイ１４の構成を示す。図５Ｂは、図５Ａに関して先に説明さ
れたように、列４６、４８、及び５０に整列された画素４４を有するディスプレイ１４を
示す。これらの列４６、４８、及び５０は、列７４、７６、７８、及び８０によって表さ
れる能動境界区域８４によって、列５２の駆動回路と、非能動境界区域５４との両方から
分離されていてもよい。すなわち、能動区域８２は、列４６、４８、及び５０に整列され
た画素４４を含み、一方で、能動境界区域８４は、駆動回路素子８１と混合された画素４
４を含む。この方式において、境界区域（ディスプレイの、列５２の駆動回路、及び非能
動境界区域５４に隣接する区域）における画素ピッチ（即ち、画素間の距離）を、能動区
域８２（即ち、ディスプレイ１４の、境界区域に隣接する中央区域）の画素４４の画素ピ
ッチに対して増大させ、それにより、画素４４が駆動回路素子によって隣の画素４４から
離隔され、そこから分離され得るようにする。
【００３８】
　図５Ｂに示されている例では、列４６、４８、５０、及び駆動回路の列５２の等価物が
織り交ぜられ、列７４、７６、７８、及び８０を生成していることに留意されたい。すな
わち、赤色、緑色、及び青色画素４４が、分散される駆動回路素子８１である。更に、画
素４４及び駆動要素８１を分散させる際、列７４、７６、７８、又は８０のうちのいずれ
かの画素４４も、同色画素４４の直接上方、下方、左、又は右には配置されないことに留
意されたい。隣接し合う同色画素４４の配置を避けることによって、望ましくない視覚的
アーチファクトを最小限に抑え得る。更に、図５Ｂには、駆動回路素子８１と共に分散さ
れた画素４４の１つの具体的な構成が示されているが、その他の構成が考えられることに
留意されたい。
【００３９】
　図５Ｂに示されるように、能動境界区域８４の列７４、７６、７８、及び８０に駆動回
路を分散させることによって、可視区域８６が生成されてもよい。この可視区域８６は図
５Ａの可視区域６０よりも大きいことに留意されたい。すなわち、図５Ａの可視区域６０
がディスプレイ１４の知覚能動区域３４に対応するのに対して、図５Ｂの可視区域８６は
ディスプレイ１４の知覚能動区域３６に対応する。このように、図５Ｂのディスプレイ１
４を見るユーザは、図５Ａのディスプレイ１４を見るユーザよりもディスプレイが大きい
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と知覚することになる。
【００４０】
　図６Ａ及び６Ｂは、電子デバイス１０の知覚能動区域３４を、知覚能動区域３６まで拡
大するための追加の技法を示す。図６Ａは、図４Ａ及び５Ａに関して先に説明されたよう
に、列４６、４８、及び５０に整列された画素４４、列５２に表される駆動回路、並びに
非能動境界区域５４を含む、電子デバイス１０のディスプレイ１４を示す。この構成では
、図６Ａのディスプレイ１４は、図４Ａ及び５Ａに示されるものと同様の能動区域５６、
受動区域５８、及び可視区域６０を有する。図６Ｂに、図６Ａのこの可視区域６０を拡大
するための技法が示される。
【００４１】
　図６Ｂは、図６Ａの可視区域６０（及び、それゆえ、ディスプレイ１４の知覚能動区域
３４）を拡大するディスプレイ１４の構成を示す。図６Ｂは、図６Ａに関して先に説明さ
れたように、列４６、４８、及び５０に整列された画素４４を有するディスプレイ１４を
示す。これらの列４６、４８、及び５０は、図６Ｂに示されるように、能動区域８８及び
凝縮された能動区域９０にグループ化されてもよい。一実施形態では、能動区域８８の画
素４４は図６Ａの能動区域５６の画素と同一の寸法である。対照的に、凝縮された能動区
域９０の画素４４は図６Ｂの能動区域８８の画素よりも小さくてもよい。一実施形態では
、凝縮された能動区域９０の画素４４は、例えば、図６Ｂの能動区域８８の画素４４の寸
法の約２０％、２５％、３０％、３３％、４０％、４５％、５０％、６０％、７０％、７
５％に等しくてもよい。加えて、図６Ｂの凝縮能動区域９０の画素４４は、能動区域８８
の画素４４よりも高い輝度で駆動されてもよい。例えば、凝縮された能動区域９０の画素
４４は、図６Ｂの能動区域８８の画素４４が駆動される輝度の約１１０％、１２０％、１
２５％、１３０％、１３３％、１４０％、１４５％、１５０％、１６０％、１７０％、１
７５％、２００％、２５０％、又は３００％に等しい輝度で駆動されてもよい。すなわち
、凝縮された能動区域９０（即ち、ディスプレイ１４の、駆動回路に隣接する境界区域）
の画素４４は、能動区域８８（即ち、ディスプレイ１４の、境界区域に隣接する中央区域
）の画素４４と異なる寸法とされ、それらと異なって駆動されてもよい。
【００４２】
　したがって、凝縮された能動区域９０でもより高い輝度で駆動される、より小さな画素
４４を用いることで、可視区域９２が生成されてもよい。この可視区域９２は、図６Ａの
可視区域６０よりも大きいことに留意されたい。すなわち、図６Ａの可視区域６０がディ
スプレイ１４の知覚能動区域３４に対応するのに対して、図６Ｂの可視区域９２はディス
プレイ１４の知覚能動区域３６に対応する。このように、図６Ｂのディスプレイ１４を見
るユーザは、図６Ａのディスプレイ１４を見るユーザよりもディスプレイが大きいと知覚
することになる。
【００４３】
　実施形態によれば、第１の画素とその隣の第２の画素との間の第１の距離は、第３の画
素とその隣の第４の画素との間の第２の距離よりも大きい、複数の画素と、この複数の画
素を駆動するように構成される駆動回路であって、この駆動回路の駆動回路素子は、第１
の画素とその隣の第２の画素との間の第１の距離に位置する、駆動回路とを含む、ディス
プレイが提供される。
【００４４】
　別の実施形態によれば、第１の画素及びその隣の第２の画素は、ディスプレイの境界領
域に位置する。
【００４５】
　別の実施形態によれば、直接隣接する隣の画素を有する、ディスプレイの境界領域にお
けるそれぞれの画素は、その隣の画素と異なる色の光を、共通の行で発生するように構成
される。
【００４６】
　別の実施形態によれば、直接隣接する隣の画素を有する、ディスプレイの境界領域にお
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けるそれぞれの画素は、その隣の画素と異なる色の光を、共通の列で発生するように構成
される。
【００４７】
　別の実施形態によれば、第３の画素及び第４の画素は、ディスプレイの中央領域に位置
する。
【００４８】
　別の実施形態によれば、ディスプレイは、有機発光ダイオードディスプレイを含む。
【００４９】
　別の実施形態によれば、光を放射するように構成される複数の画素と、画素境界区域の
複数の画素の少なくとも一部分に隣接する駆動回路区域であって、駆動回路区域は光を放
射せず、光は駆動回路区域で発生されるように見える、駆動回路区域と、を含む、ディス
プレイが提供される。
【００５０】
　別の実施形態によれば、画素境界区域の複数の画素は、駆動回路区域で発生されるよう
に見える光を発生する。
【００５１】
　別の実施形態によれば、ディスプレイが、画素境界区域の上方に配置されるライトパイ
プを有し、このライトパイプは、画素境界区域で発生される光を、駆動回路区域の上方の
領域へ伝送するように構成される。
【００５２】
　別の実施形態によれば、ディスプレイの上方に保護被覆面が配置され、ライトパイプは
、保護被覆面の一部分を含む。
【００５３】
　別の実施形態によれば、保護被覆面は、静電容量タッチパネルを含む。
【００５４】
　別の実施形態によれば、ディスプレイは、有機発光ダイオードディスプレイを含む。
【００５５】
　別の実施形態によれば、画素境界区域の複数の画素は、ディスプレイの能動区域の複数
の画素に隣接する。
【００５６】
　別の実施形態によれば、画素境界区域の複数の画素は、ディスプレイの能動区域の複数
の画素と異なる寸法である。
【００５７】
　別の実施形態によれば、画素境界区域の複数の画素は、能動区域の画素の寸法の約５０
％である。
【００５８】
　別の実施形態によれば、画素境界区域の複数の画素は、ディスプレイの能動区域の複数
の画素と異なる輝度で駆動される。
【００５９】
　別の実施形態によれば、画素境界区域の複数の画素は、能動区域の画素の約２倍の輝度
で駆動されてもよい。
【００６０】
　別の実施形態によれば、ディスプレイに画像を表示する方法であって、ディスプレイの
駆動回路に隣接する、ディスプレイの境界区域の第１の複数の画素を第１の輝度で駆動す
ることと、ディスプレイの境界区域に隣接する、ディスプレイの能動区域の第２の複数の
画素を、第２の輝度で駆動することと、を含む方法が提供される。
【００６１】
　別の実施形態によれば、第１の輝度は、第２の輝度よりも高い。
【００６２】
　別の実施形態によれば、第１の輝度は、第２の輝度の２倍である。
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【００６３】
　前述の特定の実施形態は、実施例として示されたが、これらの実施形態が、様々な修正
及び代替形態が可能であることを理解されたい。更に、特許請求の領域が、開示された特
定の形態に限定されず、むしろこの開示の趣旨と意図の領域にある全ての修正物、等価物
、及び代替物を対象として含むことを理解されたい。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図６Ａ】

【図６Ｂ】
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